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１ 業務継続計画とは 

   業務継続計画（※１）とは、災害時に行政である「阿見町役場」自らも被災し、人、

物、情報等の利用できる資源に制約がある状況下において、優先的に実施すべき業務

（非常時優先業務（※２））を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続

に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震等による大規模災害発生時にあっても、

適切な業務執行を行うことを目的とした計画である。 

 

   町の防災対策を定めた計画としては「地域防災計画」があり、これを補完して具体

的な体制や業務等を定めたものとしては各種の「マニュアル」があるが、業務継続計

画はこれらの計画を補完し、又は相まって町役場自身が被災し、資源制約が伴う条件

下においても非常時優先業務の実施を確保するものである。 

 

※１ 業務継続計画  ： ＢＣＰ（Business Continuity Plan）  

「ビジネス コンティニュイティ プラン」 

 

※２ 非常時優先業務 ： 大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のこと。 

             具体的には、「災害応急業務」や「優先度が高い復旧・復興

業務等」（これらを「応急業務」と総称）のほか、「業務継続の

優先度の高い通常業務」が対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 非常時優先業務のイメージ 
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２ 業務継続計画策定の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが「業務継続計 

画」を策定（継続的な改善・修正を含む。）することにより、非常時優先業務を適切 

かつ迅速に実施することが可能となる。 

 

 業務継続計画を策定し必要な措置を講ずることにより、発災後における業務の立 

ち上げ時間を短縮でき、早期の業務の立ち上げに有効であるとともに、発災直後に 

おける行政サービスの業務レベルの低下、機能停止の防止等の効果が得られ、発災 

直後においてもある程度のレベルで業務の継続が可能となる。 

 

具体的には、「地域防災計画」や「災害対応マニュアル」では必ずしも明らかでな 

かった「町役場も被災する深刻な事態」をも考慮した「非常時優先業務」の執行態 

勢や対応手順が明確となり、また「非常時優先業務」の執行に必要な資源の確保が図

られることで、災害発生直後の混乱で町役場が機能不能に陥ることを回避し、早期に

より多くの業務が実施できるようになる。 

また自らも被災者である町役場の職員も睡眠、休息、帰宅等の心身の安全、衛生面

への配慮も期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 「業務継続計画」策定から得られる効果のイメージ 
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図３ 「業務継続計画」策定による早期復旧のイメージ 
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３ 地域防災計画との関係 

  「地域防災計画」は阿見町防災会議が作成した計画であり、想定する災害から町民

の生命、身体及び財産を守るため、町や防災関係機関等が災害予防、応急対策、復旧

等に関し実施すべき業務等について定めた総合的かつ基本的な計画である。 

   一方、「業務継続計画」は、災害等に地方公共団体が被災し、人、物、情報、ライ

フライン等の活用できる資源に制約を受ける状況下において「非常時優先業務」を特

定するとともに、当該業務の業務継続に必要な資源の確保・配分、手続きの簡素化、

指揮命令系統の明確化等について必要な措置を講ずることにより、大規模な災害発生

時の被災した状況下であっても、諸制約を克服しつつ適切に業務を継続することを目

的とした計画である。 

 

   「業務継続計画」と「地域防災計画」との相違点は、次のとおりである。  

 業 務 継 続 計 画 地 域 防 災 計 画 

計 画 の 趣 旨 

 発災時の限られた必要資源

を基に非常時優先業務を目標

とする時間・時期までに実施

できるようにするための計画

（実効性の確保） 

 地方公共団体が、発災後ま

たは事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分担

等を規定するための計画 

行 政 の 被 災 

 庁舎、職員、電力、情報、

通信等の必要資源の被災を評

価し、利用できる必要資源を

前提に計画を策定 

 行政の被災は、想定してい

ない。 

対 象 業 務 

 非常時優先業務を対象 

（災害応急対策業務等のみで

はなく、優先度が高い通常業

務も含まれる。） 

 災害対策に係る業務（予防

業務、応急対策業務、復旧・

復興業務）を対象 

業務開始目標時間 

 非常時優先業務ごとに業務

開始目標時間を定める必要性

がある。（必要資源を確保し、

目標とする時間までに非常時

優先業務を開始・再開する。） 

 一部の地方公共団体では、

目標時間を記載している場合

もあるが、必要事項ではない。 

業務に従事する職

員の飲料水、食料

等の確保 

 業務に従事する職員の飲料

水、食料、トイレ等の確保等

について検討の上、記載する。 

 業務に従事する職員の飲料

水、食料、トイレ等の確保等

に係る記載は、必要事項では

ない。 

  引用：内閣府「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」 
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図４ 「業務継続計画」と「地域防災計画」の関係 
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４ 業務継続計画の発動・解除 

  大規模な地震等発生時における「業務継続計画」に基づき、非常時優先業務を実施 

する発動基準を次のように定める。 

 (1) 発動基準 

    大規模な災害等の発生により阿見町災害対策本部（以下「町災害対策本部」とい

う。）が設置され、町域及び町役場機能に甚大な被害が発生した場合に発動する。 

    災害対策本部設置基準（地震災害、風水害、大規模事故等）   

① 町域で震度５強以上を観測したとき【自動設置】 

② 避難準備・高齢者等避難開始以上の発令基準に該当したとき 

③ 本部長（町長）が必要と認めたとき 

(2) 発動権限者 

    町災害対策本部長（町長）とする。 

    ただし、本部長（町長）が不在等により判断を仰ぐことができない場合は、次

の順によりその権限を委任したものとする。 

「業務継続計画」に基づく非常時優先業務の実施の発動権限者    

第１順位 第２順位 第３順位 

副 町 長 教 育 長 町民生活部長 

「阿見町災害対策本部規定」及び「阿見町地域防災計画」による。 

(3) 本部事務局 

    本部事務局の本部班（交通防災課長以下）により発動手続きに関する事務を処 

 理する。 

 (4) 発動の手順 

  ① 発災直後の町本部会議において、本部長に町域、役場機能の被害状況等を報告 

  ② 本部長が報告結果に基づき、業務継続計画の発動の適否について判断・決心 

  ③ 発動が決定された場合、本部事務局をもって役場内に徹底するとともに、必要に 

応じ関係機関等に通報 

  ④ 「非常時優先業務」は災害の規模、被害状況、災害対策本部会議で決定された対 

処方針等に応じ、各部、各班で態勢をとり本計画に基づき実施 

  ⑤ 本部事務局は、業務の実施状況を常時に把握し実行を監督 

 (5) 解除基準 

    本部長は、役場のすべての通常業務の再開をもって「業務継続計画」実施の発動 

   の解除を宣言する。ただし解除前であっても再開可能な通常業務は逐次再開する。 
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５ 想定される大規模災害 

 (1) 被害想定 

    町で想定される大規模災害は、地震、風水害、竜巻等の各種自然災害のほか、航

空機災害、大規模火災等の大規模事故が予想されるが、役場が最も被害を受ける災

害は「阿見町地域防災計画」に想定している「茨城県南部地震」が考えられる。 

 (2) 茨城県南部地震 

  ア 茨城県南部直下のプレート境界地震（マグニチュード７．３） 

  イ 町域では「震度６弱」から「震度６強」の揺れが予測されている。 

ウ 町域の被害は、家屋の全壊約１,８００棟、死者約１０人、負傷者約３００人（重

傷者４０人）【中央防災会議の見積もりによる。】 

 

６ 「業務継続計画」の特に重要な６要素 

   業務継続計画の中核となるものであり、計画の策定に当たり必ず定めるべき特に重

要な要素として、次の６要素がある。町はこの６要素（以下「重要６要素」という。）

について、あらかじめ定めておくものとする。  

(1) 町長不在時の明確な代 

 行順位及び職員の参集体制 

 町長が不在の場合の職務の代行順位を定める。 

また、災害発生時の職員の参集体制を定める。 

(2) 本庁舎が使用できなくな 

 った場合の代替庁舎の特定 

 本庁舎が使用不能となった場合の代替庁舎を定

める。 

(3) 電気、水、食料、燃料等 

 の確保 

 停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保す

る。また業務を遂行する職員等のための水、食料等

を確保する。 

(4) 多様な通信手段の確保 

 断線、輻輳等により固定電話、携帯電話等が使用

不能な場合でも使用可能となる通信連絡手段を確

保する。 

(5) 重要な行政データのバッ 

 クアップ 

 業務の遂行に必要となる重要な行政データのバ

ックアップを確保する。 

(6) 非常時優先業務の整理  非常時に優先して実施すべき業務を整理する。 

 



8 

 

(1) 町長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

   ア 町長（本部長）の職務代行の順位 

   (ｱ) 応急業務（災害応急対策業務等）における職務代行の順位 

第１順位 第２順位 第３順位 

副 町 長 教 育 長 町民生活部長 

「阿見町災害対策本部規定」及び「阿見町地域防災計画」による。 

   (ｲ) 通常業務における職務代行の順位      

第１順位 第２順位 第３順位 

町 長 公 室 長 総 務 部 長 町民生活部長 

「町長の職務を代理する者の順位に関する規則」による。 

    イ 配備基準・配備職員 

    (ｱ) 地 震 

配 備 体 制 配 備 基 準 配 備 職 員 

警 戒 配 備 体 制 

● 町域で震度４観測時 

 【自動参集】 

● 町民生活部長が必要と 

認めたとき 

● 警戒配備要員をもっ

て警戒態勢を保持 

● 交通防災課全員配備 

● 各課等１名配備 

第１非常配備体制 

● 町域で震度５弱観測時 

  【自動参集】 

● 町域で局地的災害発生時 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策関係課、管理

職級以上の職員をもっ

て対処 

● 職員の概ね１／５の

人員を配備 

第２非常配備体制 

● 町域で震度５強観測時 

  【自動参集】 

● 町域の複数地域における

災害発生時 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策本部設置 

 

● 職員の概ね１／２の

人員を配備 

第３非常配備体制 

● 町域で震度６弱以上観測  

 時【自動参集】 

● 町域の広域に大規模な災

害発生時 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策本部設置 

 

● 全職員を配備 
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(ｲ) 風水害 

配 備 体 制 配 備 基 準 配 備 職 員 

注 意 配 備 体 制 

● 大雨・洪水・強風等の注意

報、竜巻注意情報が発せられ

たとき 

● 町民生活部長が必要と認め

たとき 

● 交通防災課の職員を

もって警戒態勢を保持 

警 戒 配 備 体 制 

● 災害発生の兆候があるとき 

● 大雨・洪水・暴風等の警報

が発せられたとき 

● 町民生活部長が必要と認め

たとき 

● 警戒配備要員をもっ

て警戒態勢を保持 

第１非常配備体制 

● 小規模な被害が予想される

とき 

● 避難準備・高齢者避難開始

の発令基準に該当したとき 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策本部設置 

● 災害対策関係課、管

理職級以上の職員をも

って対処 

● 職員の概ね１／５の

人員を配備 

第２非常配備体制 

● 中規模な被害が予想される

とき 

● 避難勧告の発令基準に該当

したとき 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策本部設置 

 

● 職員の概ね１／２の

人員を配備 

第３非常配備体制 

● 大規模な被害が予想される

とき 

● 避難指示の発令基準に該当

したとき 

● 町長が必要と認めたとき 

● 災害対策本部設置 

 

● 全職員を配備 
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 (2) 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

   町災害対策本部の設置を予定している町役場本庁舎が使用不能な場合の代替庁舎

の優先順位は、次のとおり。 

  ア 代替庁舎の優先順位（平成２９年末現在）         

第１優先 第２優先 第３優先 

水 道 事 務 所 中 央 公 民 館 

 他の町内公共施設、町

内民間施設、他自治体等

の公共施設等を調査、調

整し選定 

  イ 代替庁舎の状況     

 水 道 事 務 所 中 央 公 民 館 

耐 震 性 
耐震対応済み 

（竣工：Ｈ１６） 

耐震対応済み 

（竣工：Ｓ５５） 

災

害

危

険

度 

液状化 危険度低い 危険度低い 

洪水・内水 危険度低い 危険度低い 

土砂災害 危険度低い 危険度低い 

火災（延焼等） 危険度低い 危険度低い 

付

帯

施

設

等 

非常用発電機／燃料 

あり 

２２８ＫＷ 

特 A重油 15時間 

なし 

通信機器（電話等） あり（発電により使用可） あり（停電時使用不可） 

情報システム あり（発電により使用可） あり（停電時使用不可） 

防災行政無線 あり（発電により使用可） あり（停電時使用不可） 

空気調節設備 あり（発電により使用可） あり（停電時使用不可） 

上水道 あり（発電により使用可） あり（停電時使用不可） 

トイレ あり（発電により使用可） 下水道復旧まで使用不可 

食料備蓄 
職員用備蓄あり 

（５４０食） 
職員用備蓄なし 

事務機器・備品 あり あり 

ウ 今後の検討事項     

① 町が管理する施設から選定できない場合 

  町内の公共施設・民間施設、他市町村の管理施設、県の管理施設等を調査

し、施設リストを作成 

② 大型天幕等の購入を検討（屋外における災害対策本部施設開設の検討） 

③ 水道事務所、中央公民館等の現地現物を使用した設置要領の具体化 
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(3) 電気、水、食料、燃料等の確保 

ア 電 気【非常用発電機・燃料の確保】 

    (ｱ) 本庁舎 

     【防災用自家発電装置 １機】 

① 出力容量 ：２００ＫＶＡ 

② 燃 料  ：Ａ重油 

③ タンク容量：１,９５０ℓ 

④ 持続時間 ：４８時間（２日間） 

燃料備蓄なし 

燃料タンク貯蔵分のみ 

電力供給先 ：本庁舎全域（空気調節設備を除く。） 

     【ディーゼル発動発電装置 １機】      

① 出力容量 ：５．０ＫＶＡ 

② 燃 料  ：軽油 

③ タンク容量：１５０ℓ 

④ 持続時間 ：４８時間（２日間） 

燃料備蓄なし 

燃料タンク貯蔵分のみ 

電力供給先 

 防災行政無線等（同報系親局、移動系統制局、基地局） 

     【太陽光発電】 

 出力容量 ：９．９Ｋｗ×５箇所 蓄電池等なし 

駐車場裏にコンセントあり 

    (ｲ) 水道事務所（代替庁舎） 

【防災用自家発電装置 １機】 

① 出力容量 ：２２８ＫＶＡ 

② 燃 料  ：特Ａ重油 

③ タンク容量：１,９５０ℓ 

④ 持続時間 ：１５時間（半日） 

燃料備蓄なし 

燃料タンク貯蔵分のみ 

電力供給先 ：水道事務所の一部(一部のコンセント、照明等に供給) 

     (ｳ) 中央公民館（代替庁舎） 

    自家発電設備なし。 

     (ｴ) その他（本庁舎） 

     【携帯発電機 ５台】      

燃 料：ガソリン 燃料備蓄なし 

携行缶５個保有 

保管場所：防災倉庫（立体駐車場１階）交通防災課が管理  
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  イ 上水道 

    (ｱ) 本庁舎 

 受水槽：１３．５㎥ 職員用の飲料水備蓄なし 

① 庁舎内外の管路被害等がない場合、非常用発電機稼動で使用可能 

② 管路被害等により断水する可能性が大 

    (ｲ) 水道事務所（代替庁舎） 

 受水槽：なし 職員用の飲料水備蓄なし 

① 庁舎内外の管路被害等がない場合、非常用発電機稼動で使用可能 

② 管路被害等により断水する可能性が大 

    (ｳ) 中央公民館（代替庁舎） 

 受水槽：１２．５㎥ 職員用の飲料水備蓄なし 

 非常用発電機がないため、停電等により使用不可 

 

   ウ 下水道 

    (ｱ) 本庁舎・中央公民館（代替庁舎） 

① 庁舎内外の管路被害等により、下水道に流せない恐れあり 

② 下水道の復旧までの間、トイレ等は使用不可 

     (ｲ)  水道事務所（代替庁舎）       

庁舎内外の管路被害等がない場合、非常用発電機稼動により使用可 

 

 エ 瓦斯 

    (ｱ) 本庁舎       

都市ガス 

① 庁舎内外の管路被害等により、使用できなくなる可能性あり 

② ＬＰガスに比し、復旧に期間を要する。 

    (ｲ) 水道事務所（代替庁舎） 

ＬＰガス 

① 庁舎内外の管路被害等により、使用できなくなる可能性あり 

② 都市ガスに比し、復旧は比較的速いと思われる。 

    (ｳ) 中央公民館（代替庁舎） 

ＬＰガス 

① 庁舎内外の管路被害等により、使用できなくなる可能性あり 

② 都市ガスに比し、復旧は比較的速いと思われる。 
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 オ 食料、飲料水 

本庁舎、中央公民館は備蓄なし。水道事務所は５４０食備蓄 

 職員用の非常用食料の備蓄のための予算が認められるまでの間、各人

ごと最低３日分の食料（９食分）、飲料水最低６リットルを準備する。 

 

   カ 燃 料（軽油、ガソリン等） 

     備蓄なし 

 

   キ トイレ 

     携帯トイレ等の備蓄なし 

 

   ク 今後の検討事項     

① 電気 

  自家発電装置、太陽光発電の効率的に使用するため、蓄電池等の蓄電手

段を確保する。 

② 食料・飲料水 

町民用の非常用食料は逐次備蓄されつつあるが、職員用の非常用食料を

備蓄できるよう予算を確保したい。また職員は自分の非常用食料は各個に

準備するよう意識改革が必要 

③ 燃料 

  軽油、ガソリン等の燃料の備蓄がないことから、燃料業者との災害協定

の締結を検討したい。 

④ トイレ 

 ○ 職員に対する携帯用トイレ等の備蓄がないことから、職員用のトイレ

の備蓄等ができるよう予算を確保したい。 

 ○ 職員用のマンホールトイレの資機材等を確保したい。 

⑤ 各部等が管理する災害用資機材等の現況把握 

  各部等が管理している災害用資機材の現況を把握し、災害時に融通使用 

できる態勢を整備 
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(4) 多様な通信手段の確保 

   ア 通信機器の確保状況     

① 非常時優先電話の登録（ＮＴＴ光電話回線からアナログ回線に切替） 

 ○ 役 場      ３台（交通防災課） 

 ○ うずら出張所   １台 

 ○ 社会福祉協議会  １台 

 ○ 小・中学校等  １３台（各小・中学校、児童館、保育所） 

② 同報系防災行政無線 

○ 親局        １局（役場防災行政無線室） 

 ○ 親局（遠隔統制装置）１台（阿見消防署） 

 ○ 再送信子局     ３局（舟島ふれあいセンター、学校給食セン 

ター、上小池地区） 

 ○ 子局       ８７局（町内８７箇所） 

③ 移動系防災行政無線 

 ○ 統制局       １局（防災行政無線室） 

 ○ 基地局       １局（防災行政無線室） 

 ○ 前進基地局     １局（水道事務所） 

 ○ 半固定型無線局  ２２局（防災行政無線室、指定避難所１９箇所、

阿見消防署、うずら出張所、水道事務所） 

 ○ 車載型防災無線  ３０台（役場１０台、水道事務所５台、消防団

１５台） 

 ○ 携帯型防災無線  ３０台（役場２０台、消防団１０台） 

④ 茨城県防災情報ネットワークシステム 

  防災電話       ２台（交通防災課、３０１会議室） 

 

   イ 今後の検討事項     

① 災害発生時におけるリアルタイムに状況を把握する手段として「ドロー

ン」を確保する。 

② 災害発生時におけるリアルタイムに画像を把握する手段として「スマー

トテレキャスター」を確保する。 

③ 衛星携帯電話を確保する。 

④ 移動系防災行政無線等の通信訓練を実施して、通信能力の向上を図る。 
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(5) 重要な行政データのバックアップ 

   ア バックアップ等の状況    

   ～ 略 ～ 
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    ～ 略 ～ 
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    ～ 略 ～ 
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 (6) 非常時優先業務の整理 

  ア 非常時優先業務の選定基準 

     災害により「通常業務」と「災害応急対策業務」が休止・停止・遅延が発生

した場合における、町民の生命や生活、地域社会への影響等について考慮し｢非

常時優先業務｣を選定した。    
業
務 

業務開始 
目標時間 

選定基準 
想定される業務 

（○応急対応業務 ●通常業務） 

非 
常 
時 
優 
先 
業 
務 

発災～ 
３時間 
以 内 

 町民の生命・身体を守るための初動
体制の確立、役場機能の維持・復旧、
避難所開設・運営に係る業務 

○ 災害対策本部の設置・運営 
○ 通信機器等の復旧 
○ 避難所の開設 
○ 職員の安否確認 
○ 災害の状況把握（被害状況等） 
○ 救出救助活動 
○ 防災関係機関との連絡調整 
○ 町民への災害広報 等 

１２時間 
以 内 

１ 日 
以 内 

○ 協定締結団体への応援要請 
○ 災害ボランティアセンター開設調整等 
● ご遺体安置所開設・火(埋)葬許可証発行 
● 町民の健康管理に関する事項 
● 所管施設の安全確認 等 

３ 日 
以 内 

 遅くとも３日以内に業務を着手し
なければ、町民生活や地域社会に重大
な影響を及ぼすため、早期に対策を講
ずるべき業務 

○ 福祉避難所の開設 
○ ライフラインの応急復旧 
○ 避難所のし尿・ゴミ収集 
○ 消毒資材、防疫資材等の配布・散布 
○ 建築物等の応急危険度判定 
○ 物資集積拠点の設置・運営 
● 住民票・戸籍・印鑑証明等の交付 
● 家庭ゴミの収集 等 

１週間 
以 内 

① 被災者の通常生活への復帰に係
る業務 

 
② 非常時優先業務以外で優先度が
比較的高い通常業務 

○ 支援物資の受付・管理・配分 
○ 二次災害の防止措置 
○ 町民相談窓口の設置 
○ り災証明書の発行 
○ 避難所開設期間等に関する検討 
○ 災害廃棄物１次仮置場の開設・管理 
● 保健福祉に関する重要業務 
● 各種証明の交付 
● 学校、公共施設等の再開検討 等 

１箇月 
以 内 

① 業務開始に相応の準備が必要と
なる復旧・復興業務 

② 発災後、１週間を超え実施しなく
ても町民生活や地域社会に直ちに
影響を及ぼさないと判断される業
務 

○ 生活再建支援業務 
○ 災害融資関連業務 
○ 災害弔慰金、義援金等の配分 
○ 応急仮設住宅の準備・建設 
○ 災害廃棄物２次仮置場の開設・管理 
● コミュニティーセンター等の業務拡大 

そ 
の 
他 

１箇月 
以 降 

 発災後、１箇月を超え実施しなくて
も町民生活や地域社会に直ちに影響
を及ぼさないと判断される業務 

● 町民生活や地域社会への影響が少ないと
判断される通常業務 等 

  イ 非常時優先業務の対象範囲 
    「非常時優先業務」は、次の業務を対象とした。 
   (ｱ) 災害応急対策業務 
     町対策本部の分掌事務の中、各班を編成する各課で業務を細分化し対象業務

を設定した。 
参考：「阿見町災害対策本部規定」、「阿見町地域防災計画」 

 (ｲ) 通常業務 
   平時に各課が実施している業務の中、各課で業務を細分化し対象業務を設定

した。 
   参考：「阿見町行政組織条例」、「阿見町行政組織規則」 

  ウ 非常時優先業務 
    別冊「非常時優先業務」 
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７ 受援体制（態勢）の整備 

  (1) 計画の整備（体制整備） 

平成３０年度（２０１８年）を目途に「阿見町広域受援計画（第１次計画）」を

策定し訓練等を通じて検証するとともに、適宜計画を修正し計画の実効性の向上を

図る。 

  (2) 受援基盤等の整備（態勢整備） 

   ア 応援団体等の活動基盤の整備 

     各応援団体等の応援側の活動拠点の確保、地図やマニュアル等の応援側に提 

供する資料の整備、通信手段の準備、応援側に提供する食料等の確保等の応援 

団体等の活動基盤を整備する。 

    イ 国等が派遣調整する応援団体等の受入れ 

国や県が派遣調整する救助・救急活動、消火活動、医療活動（ＤＭＡＴ 

  等）、他自治体の応援要員等の受入れ態勢を整備する。 

   ウ 広域医療搬送等の受入れ 

     広域医療搬送等の広域搬送拠点の確保、災害拠点病院等との救護搬送態勢等 

を準備し、広域医療搬送等の受入れ態勢を逐次整備する。 

   エ 救援物資の受入れ 

     救援物資の集積場所の確保と具体的な開設・運営要領等の整備、緊急輸送ルー 

トの確保、各避難所等への輸送要領の具体化等の態勢を整備する。 

   オ ボランティアの受入れ 

     災害ボランティアセンターの開設・運営の具体化、活動用の資機材の確保、ボ 

ランティア活動拠点の確保等の受入れ態勢を整備する。 

   カ 町民の広域避難態勢の整備 

     茨城県内の他市町村への避難、茨城県外の他都道府県への避難等の町民の広域 

避難の具体化できる事項を逐次整備し、町民の広域避難態勢を整備する。 
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８ 業務継続計画の策定体制・継続的改善 

 (1) 業務継続計画の策定体制 

   業務継続計画の策定に際しては、全庁的な検討体制とする。検討体制には、非常

時優先業務の所管部署、その実施に必要な資源（庁舎、職員、情報システム、電気

等）を所管する部署、業務継続計画をとりまとめる部署をはじめ全部署が検討に参

画し、非常時優先業務の整理等を実施する。 

   非常時優先業務の整理や必要資源の配分等を検討する際には、部署を超えた優先

順位の合意形成が必要となるためである。 

 

 (2) 業務継続計画の継続的改善 

   業務継続計画は一度策定すればよいと言うものではない。計画の実効性を確認し、

実効性を高めていくためには、教育や訓練を繰り返すことが重要であり、教育や訓

練の実施するための計画を策定し、着実にその成果を積み上げていくことが重要で

ある。 

   業務継続計画に係る訓練には、非常参集訓練、災害対策本部設置訓練、安否確認

訓練、避難所開設訓練、通信訓練、情報収集・集約訓練、行政データバックアップ

復旧訓練、災害対策本部を対象とした図上訓練など様々な訓練があるが、これらの

訓練の中で明らかになった問題点、課題、改善点は、業務継続計画の見直し、修正

等の改訂に反映させていくことが重要である。 

   また電気、水、食料、人員等の必要資源について点検を行い、平時から設備の増

強、備蓄の促進、人員確保・育成について計画的に準備しておくことも重要である。

このように計画策定後も訓練の実施や必要資源の点検等により「ＰＤＣＡサイクル」

を回し、業務継続計画の実効性を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図５ ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善 

 

 

Ｐｌａｎ （計画） 計画の策定 

Ｄｏ    （実行） 訓練等の実施 

Ｃｈｅｃｋ（評価） 点検・検証 

Ａｃｔｉｏｎ（改善）計画の改善

」 


